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新潟県の企業行動に関する意識調査結果

－新型コロナウイルスの影響および

カーボンニュートラル実現に向けた取り組み状況等－

２０２１年８月５日

新潟支店



１．調査内容

新型コロナウイルス感染症（以下、新型コロナ）発生による事業への影響およびカーボン

ニュートラルへの取り組み等についての企業行動に関する意識調査

２．調査の対象企業

原則、資本金1億円以上の民間法人企業（ただし、金融保険業を除く）

３．調査時期

2021年6月22日を期日として実施

４．回答状況

回答社数：全国4,294社(回答率45.3％)、うち新潟県本社企業186社(回答率54.2％)

５．調査結果

DBJウェブサイト「調査研究レポート」https://www.dbj.jp/investigate/list/?cat=report

に掲載
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調査概要
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調査結果要旨

 先行きの事業へのリスク要因は、約７割の企業が依然として新型コロナ感染動向と回答。

 約４割の企業が中長期的に需要は減少と回答。

 感染拡大前の売上水準への回復見通しは、約２割の企業がすでに回復とする一方で、約３割の企業は
2023年以降に回復または回復が見通せないと回答。

 感染拡大により約３割の企業が昨年度の設備投資を見送ったとしており、うち約３割は見送った投資
を今年度も実施せずと回答。

 約５割の企業が新型コロナ感染拡大を契機に事業の見直しが必要としており、見直しを行う場合に想
定される取り組みとしては、新たな製品やサービスの提供やサービスのＡＩ・デジタル化を挙げる企
業が多い。

 ＡＩ・ＩｏＴ等をすでに活用している企業は１割に満たず、取り組みの課題としては専門的人材の不
足とする回答が最多。

 カーボンニュートラルの社会実現に向けて、設備投資や研究開発等の取り組みを拡大と回答する企業
は１割に満たず、取り組みの課題としては技術的問題が最も多く、次いでコストの問題を挙げる企業
が多い。
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新型コロナの感染動向が事業への多大なるリスクと回答

１．先行きの事業への悪影響が大きい主なリスク要因

 昨年度（図表２参照）に引き続き、全国、新潟県ともに新型コロナの感染動向を事業のリスクとして挙げる声が圧倒的に多
いが、影響度１位とする割合は昨年度よりも減少。続く原油等資源価格の急変動をリスクとする回答は昨年度に比べ増加。

図表１ 先行きの事業リスク

（有効回答社数比）（注）影響度の大きい順に３つまでの複数回答

（％）（％）

［全国］

全産業 4,287社

［新潟］

全産業 186社
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１．先行きの事業への悪影響が大きい主なリスク要因
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１．新型コロナウイルス感染拡大

２．米中通商摩擦

３．原油等、資源価格の急変動

４．為替の急変動

５．資産価格の急落

６．東京オリンピック・パラリンピックの延期

７．地政学リスク

影響度１位 影響度２位 影響度３位

図表２ 先行きの事業リスク（2020年度）
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【参考】2020年度調査結果

（有効回答社数比）（注）影響度の大きい順に３つまでの複数回答

［全国］
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全産業 158社
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マイナスの影響は国内需要減が最多、次いで国内外の移動制限による制約と回答

２．新型コロナ感染拡大によるマイナスの影響

 新型コロナ感染拡大によるマイナスの影響について、約７割の企業が国内需要の減少を挙げており、次いで約５割の企業で
国内外の移動制限が事業の制約になったと回答。

 新潟県においては、とりわけ製造業で国内需要の減少および国内外の異動制限が事業の制約になったとする割合が高い。

（有効回答社数比）（注）３つまでの複数回答

図表３ 新型コロナ感染拡大による事業へのマイナスの影響の内容
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新型コロナ感染拡大を受けて約４割が中長期的に需要は減少と回答

３．新型コロナ感染拡大を受けた中長期的な需要見通し

 新潟県は全国に比べ、全産業において先行きの需要は減少とする割合が高い。

 新潟県において、需要は拡大とする企業はスーパー等を中心とした卸売・小売が約３割を占める。一方で、需要は減少とす
る企業を業種別にみると、サービスが約２割と最多、次いで観光関連や自動車関連の卸売・小売の割合が高い。

 昨年度に比べ、全体として需要は拡大とする回答の割合が増加し、需要は減少とする回答の割合が減少。

図表４ 新型コロナを契機とした製品やサービスの中長期的な需要見通し

（構成比）

（％） （％）

※１ ※２

※１ 業種別割合（需要は拡大） ※２ 業種別割合（需要は減少）

［全国］

<2021年度>

全産業 4,267社

製造業 1,669社

非製造業 2,598社

［新潟］

＜2021年度＞

全産業 184社

製造業 72社

非製造業 112社

<2020年度>

全産業 3,940社

製造業 1,548社

非製造業 2,392社

＜2020年度＞

全産業 155社

製造業 64社

非製造業 91社
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約２割はすでに回復も、約３割は2023年以降に回復または回復が見通せないと回答

４．新型コロナ感染拡大前の売上水準への回復見通し

 昨年度（図表６参照）は約３割の企業が回復時期を2021年上期と回答も、感染拡大前の売上水準をすでに上回っていると回
答する企業は約２割に留まる。うち業種別では、スーパー等を中心とした卸売・小売が約３割と最多。

 約５割の企業が2022年までに回復とする一方で、約３割は2023年以降または回復が見通せないと回答。後者を業種別にみる
と、サービスおよび観光関連や自動車関連の卸売・小売が約２割と最多。

図表５ 新型コロナ感染拡大前の売上水準への回復時期
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４．新型コロナ感染拡大前の売上水準への回復見通し

図表６ 新型コロナ感染拡大前の売上水準への回復時期（2020年度）

（構成比）
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約３割が昨年度の投資を見送ったと回答、うち約３割は見送った投資を今年度も実施せず

５．新型コロナ感染拡大の影響により見送った国内設備投資の実施計画

 昨年度に見送った投資があると回答した企業は約３割で、全国に比べ割合が低い。

 見送った投資があると回答した企業のうち、約３割の企業が見送った投資を今年度も実施しないと回答。

 新潟県では、見送った投資を今年度も実施しないと回答した企業の割合が、非製造業よりも製造業の割合の方が高い。

図表７ リスクを受けて見送った昨年度の設備投資について今年度に実施する計画の有無

（構成比）
見送った投資がある

［全国］

全産業 4,077社

製造業 1,627社

非製造業 2,450社

［新潟］

全産業 176社

製造業 66社

非製造業 110社

約3割
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計画を下回った理由は約３割の企業が新型コロナ感染拡大がと回答

６．国内設備投資の実績が計画を下回った理由

 投資実績が計画を下回っていないと回答する企業は約５割で、全国に比べ割合が高い。

 新潟県では、投資実績が計画を下回った理由について新型コロナ感染拡大による状況悪化を挙げる回答が最多。

図表８ 国内設備投資の実績が当初計画を下回った場合の理由
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約５割の企業が新型コロナ感染拡大を契機として事業の見直しが必要と回答

７．新型コロナ感染拡大を契機とした事業の見直しの必要性

 新型コロナ感染拡大を契機として、約５割の企業が事業の見直しが必要と回答。

 新潟県では全産業および製造業では見直しが必要とする回答の割合は昨年度より減少も、非製造業では若干ではあるが昨年
度よりも割合が増加。

図表９ 新型コロナ感染拡大を契機とした事業の見直しの必要性

（構成比）

（％）（％）

<2020年度>

全産業 3,948社

製造業 1,552社

非製造業 2,396社

<2020年度>

全産業 156社

製造業 64社

非製造業 92社

［全国］

<2021年度>

全産業 4,282社

製造業 1,673社

非製造業 2,609社

［新潟］

<2021年度>

全産業 186社

製造業 72社

非製造業 114社
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約６割の企業が新たな製品やサービスの提供と回答

８．新型コロナ感染拡大を契機とした事業見直しで想定される取り組み

 新型コロナ感染拡大を契機として見直しを行う場合に想定される取り組みは、約６割の企業が新たな製品やサービスの提供
と回答。

 新潟県では、次いで約４割の企業がサービスのＡＩ･デジタル化とする一方で、約３割の企業は事業の整理、縮小と回答。

図表１０ 事業の見直しが必要となる場合に想定される取り組み

（注）２つまでの複数回答 （有効回答社数比）

（％）（％）

62.3 

27.2 

21.3 

12.4 

37.4 

3.3 

66.2 

23.7 

21.0 

21.0 

31.1 

3.0 

60.0 

29.3 

21.5 

7.2 

41.1 

3.5 

0.010.020.030.040.050.060.070.0

１．新たな製品やサービスの提供

２．事業の整理、縮小

３．リスク分散のための事業の多角化

４．サプライチェーンの再構築

５．サービスのＡＩ・デジタル化（非接触型等）

６．その他

全産業 製造業 非製造業

［全国］

全産業 2,890社

製造業 1,083社

非製造業 1,807社

［新潟］

全産業 137社

製造業 50社

非製造業 87社
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38.9 
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活用していると回答する企業は１割に満たず

９．ＡＩ・ＩｏＴ等情報技術の活用

 ＡＩ・ＩｏＴを活用していると回答した企業は、全国、新潟県ともに１割に満たず、活用を検討していると回答した企業も
割合が低い。

 新潟県の製造業では、活用を検討していると回答する企業は約２割と全国に比べ割合が高い。

図表１１ ＩｏＴやビッグデータの解析等を含むＡＩ（人口知能）の活用

9.3 

10.5 

8.5 

14.5 

17.9 

12.3 

38.3 

38.9 

37.9 

37.9 

32.7 

41.3 

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

全産業

製造業

非製造業

１．活用している

２．活用を検討している

３．活用予定はないが、社内的な関心が高まっている

４．活用予定はなく、関心も高まっていない

（構成比）

［全国］

全産業 4,219社

製造業 1,655社

非製造業 2,564社

［新潟］

全産業 185社

製造業 72社

非製造業 113社
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約６割の企業が専門的な人材の不足と回答

１０．ＡＩ・ＩｏＴの技術導入や活用に向けた課題

 約６割の企業が技術導入や活用に向けた課題として、専門的な人材の不足と回答。

 新潟県では、次いで約４割の企業が成果の活用用途が不明確を挙げている。

 全国、新潟県とも、課題としてコストを挙げる企業は約３割と相対的に割合が低い。

図表１２ ＡＩ・ＩｏＴの技術導入や活用に向けた課題

（注）２つまでの複数回答 （有効回答社数比）

58.2 

41.9 

36.6 

28.4 

1.5 

62.9 

41.9 

35.4 

28.1 

0.7 

55.1 

41.9 

37.3 

28.7 

2.1 

0.010.020.030.040.050.060.070.0

１．専門的な人材の不足

２．技術に対する社内全体での理解・認識の欠如

３．成果の活用用途が不明確

４．コストが高い

５．その他

全産業 製造業 非製造業

［全国］

全産業 4,040社

製造業 1,603社

非製造業 2,437社

［新潟］

全産業 176社

製造業 70社

非製造業 106社

（％）（％）
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策定済みまたは策定中と回答する企業は約３割

１１．カーボンニュートラルに向けた中長期ビジョン等の策定状況

 新潟県では、カーボンニュートラルに向けた中長期ビジョンについて、約３割の企業が策定済みまたは策定準備中と回答。

 全国、新潟県とも、策定済みまたは策定準備中と回答する割合は製造業よりも非製造業の割合の方が低い。

図表１３ カーボンニュートラル社会実現に向けた中長期ビジョン等の策定、検討の状況

（構成比）

6.4 

8.4 

5.1 

32.3 

40.8 

26.8 

61.3 

50.8 

68.1 

0%20%40%60%80%100%

全産業

製造業

非製造業

１．策定、公表済み

２．策定中または策定に向け準備中

３．策定する予定はない

［全国］

全産業 4,165社

製造業 1,632社

非製造業 2,533社

［新潟］

全産業 183社

製造業 71社

非製造業 112社
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約８割の企業が国内の政策動向が取り組みの背景と回答

１２．カーボンニュートラルに向けた取り組みの背景

 全国、新潟県とも、約８割の企業が国内の政策動向が取り組みを進める背景としており最多。次いで、約３割の企業が取引
先からの要請と回答。

図表１４ カーボンニュートラル社会実現に向けた取り組みを進める背景

（注）２つまでの複数回答 （有効回答社数比）
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11.6 
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１．国内の政策動向

２．海外の政策動向

３．機関投資家からの要請

４．取引先からの要請

５．事業機会の拡大

６．その他

全産業 製造業 非製造業
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13.6 

2.0 

30.6 

13.6 

6.8 

80.7 

15.8 

0.0 

31.6 

14.0 
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84.4 

12.2 

3.3 

30.0 

13.3 
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

［全国］

全産業 3,448社

製造業 1,420社

非製造業 2,028社

［新潟］

全産業 147社

製造業 57社

非製造業 90社

（％）（％）
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関連の設備投資や研究開発等の取り組みを拡大する企業は１割に満たず

１３．カーボンニュートラル社会実現に向けた設備投資の状況

 新潟県では、約１割が設備投資や研究開発等の取り組みを拡大、約３割がこれまでの取り組みに大きな変化はないと回答。

 新潟県の非製造業では、関連の設備投資や研究開発等を行っていないと回答する企業が約７割と製造業に比べ割合が高い。

図表１５ カーボンニュートラルに関連した投資の状況

（構成比）

14.0 

19.0 

10.7 

31.3 

35.4 

28.6 

54.8 

45.6 

60.8 

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

全産業

製造業

非製造業

１．関連の設備投資や研究開発等の取り組みを拡大する方針

２．大きな変化はなし

３．関連の設備投資や研究開発等を行っていない
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15.4 

5.7 

27.5 

38.5 

20.8 

63.2 

46.2 

73.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

［全国］

全産業 4,016社

製造業 1,597社

非製造業 2,419社

［新潟］

全産業 171社

製造業 65社

非製造業 106社
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約６割の企業が技術的な問題が課題と回答

１４．カーボンニュートラル社会実現に向けた課題

 全国、新潟県とも技術的な問題が課題と回答する企業が約６割と最多。次いで開発コストの問題とする回答の割合が高い。

図表１６ カーボンニュートラル実現に向けた課題

58.9 

45.5 

18.2 

26.7 

5.0 

66.5 

50.9 

17.5 

21.3 

4.2 

53.3 

41.6 

18.7 

30.7 

5.6 

0.010.020.030.040.050.060.070.0

１．技術的な問題

２．開発コストの問題

３．販売先の制約（需要量、価格）

４．調達先の制約（供給量、価格）

５．その他

全産業 製造業 非製造業

（％） （％）

55.8 

42.9 

18.8 

25.3 

6.5 

65.0 

46.7 

20.0 

15.0 

6.7 

50.0 

40.4 

18.1 

31.9 

6.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

（注）２つまでの複数回答 （有効回答社数比）

［全国］

全産業 3,534社

製造業 1,487社

非製造業 2,047社

［新潟］

全産業 154社

製造業 60社

非製造業 94社
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新潟県企業の意識・行動について

➢新型コロナ感染拡大が想定外に長期化し一部に停滞やＫ字回復の状況も窺えるが、事業見直しなど将来
に向けた前向きな取り組みにより少しずつ回復の兆しも。

➢事業見直しの一例としてサービスのＡＩ・デジタル化が挙げられるが、ＡＩ・ＩｏＴ活用にあたって
は、専門的人材の不足などが課題となっている。

➢加えて、カーボンニュートラルの社会実現に向けた取り組みも必要となってくるが、技術の不足やコス
トの問題などが課題として挙げられる。

➢今後は、ＡＩ・ＩｏＴ活用やカーボンニュートラルの社会実現に向けた取り組みにおいて一時的負担に
もなり得るが、企業の将来に向けた前向きな姿勢から、その先には新たに成長した企業の姿も期待でき
よう。

調査結果から得られる示唆



20

調査結果から得られる示唆（つづき）

図表１７ 企業の意識・行動の中期的推移

（意識･行動）

（時間軸）［現在］

悪化要因

・専門人材や技術の不足
・資金調達難 など

事業の維持・アフターコロナに向けた基盤強化

ＡＩ・ＩｏＴやカーボンニュートラル社会実現への取り組み

悪化要因

・新型コロナの事業への悪影響大
・製品・サービスの国内需要減
・移動制限による事業制約 など

改善要因

・売上水準はすでにコロナ前を上回っている、または202２年度中には回復の見通し
・新型コロナを契機とした事業見直し
・新たな製品やサービスの提供、サービスのＡＩ・デジタル化を推進
・新型コロナ収束後の設備投資実施 など

悪化要因

・売上水準の回復時期は見通しが立たない
・中長期的に需要減少の見通し
・設備投資の実施見送り など

改善要因

・専門人材の確保
・技術開発の推進
・資金調達 など

Ｋ字回復の様相

↑
改
善

悪
化
↓

Ｗｉｔｈ コロナ Ａｆｔｅｒ コロナ
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